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ドロップ・サイト・デイリー、６月２９日：米国、イランでの限定的な空爆を再開；平和
委員会に法的免責が認められる可能性；トランプ氏の新たな汚職疑惑、その衝撃的な内容 

脇浜義明訳 

 

イランと停戦 

 ＊米国、イラン南部への攻撃再開：米中央軍の声明によると、米軍は２７日、イラン攻撃を再開、イランのシリク郡と

ゲショム島を空爆した。  

・米中央軍は、米軍機が「イランの軍事監視インフラ、通信システム、防空システム、ドローン保管施設、機雷敷き

設能力」を標的にしたと主張し、空爆を「イランによる商船への攻撃に対する直接的対応」と述べた。  

・タスニム通信によると、２７日、イラン南部シリク地方のタフルーイ村付近で爆発音が聞こえたが、被害や死傷者

に関する報告は発表されていない。  

・トランプ大統領は２７日、この攻撃について Truth Social に投稿し、「米国は停戦協定違反のため、イランのミ

サイルやドローンの保管施設と沿岸レーダー施設を攻撃した」と述べた。彼は、米国が「もう理性的対応ができなく

なる」局面が「訪れるかもしれない」と書き、イランに対する「任務を軍事的に完成させるしかないのかもしれな

い」と警告した。  

・マイク・ウォルツ米国連大使は、ABC の番組「ミート・ザ・プレス」に出て、イランが船舶の航行を脅かせば、

米国はイランの軍事インフラへの攻撃を続けると述べた。  

・また、大使は、米海軍が管轄する合同海上情報センターがオマーン近海で航路を広げ、イランのホルムズ海峡支配

に対抗していると言った。 

・イラン海軍は、今回の米軍の攻撃でイランの「海峡統制」を変えるものでなく、規則に従わなかった船を攻撃した

のは、他の船舶に安全な海峡通過方法、すなわちイランの管理システムに従うことを示すためだったと主張した。 

 ＊イランの報復：イラン革命防衛隊（IRGC)の声明によると、イラン軍は２７日夜から２８日にかけて、クウエートと

バーレーンの米軍基地など８か所を弾道ミサイルとドローンで攻撃した。これは米国の空爆に対する報復である。  

・最高指導者の上級顧問のモフセン・レザエはイスラエルのレバノン攻撃に言及し、「地域の米国代理勢力の行動」を支援

し、「ホルムズ海峡の緊張を高め続ける」ことで、米国は停戦協定に違反していると非難した。  

・IRGC は、海軍と航空宇宙軍が２８日午前２時から３時の間、クウエートのアリ・アッサレム空軍基地とバーレー

ンのサルマン港にある米軍第５艦隊司令部を攻撃したと発表した。  

・２７日、バーレーンの外務省は、イランの自国領土へのドローン攻撃を非難した。この攻撃で複数の建物やその他

インフラに軽い損傷があったが、死傷者の報告はない。  

・イランの最高指導者モジタバ・ハメネイ師の国際問題担当首席顧問のアリ・アクバル・ヴェラヤティは、バーレー

ンの指導者に対し、「自らの限界を心得」、「イランに対して厳しい決断を迫るべきではない」と述べた。ヴェラヤテ

ィは、バーレーンが米軍第５艦隊の拠点となっていることを指摘し、湾岸諸国の中で米国から最も強い支援を受けて

いるのがバーレーンだと指摘した。  

・クウエート政府も２７日、「ミサイルとドローンの攻撃」を受けていると発表した。  

・カタール内務省は２８日、カタール国民１人が「当該地域の軍事行動」の破片に当たって死亡したと発表した。 

 ＊アラグチ外相、ホルムズ海峡への干渉に警告：バグダッドでイラクのファド・フセイン外相と会見したイランのアラグ

チ外相は、地域諸国だけが主導する新しい地域安全保障枠組みの構築を提案し、「地域外のいかなる国の関与や干渉もあっ

てはならない」と言った。  

・記者会見でアラグチ外相は、ホルムズ海峡は３０日以内に戦前の状態に戻ると述べ、海峡の管理や再開の責任は

「イラン・イスラム共和国のみにある」と主張した。 

・アラグチ外相はまた、覚書第１条はレバノンを含む全戦線での戦争終結を求めていると改めて述べ、イスラエルが

レバノン攻撃を継続していることに遺憾の意を表した。外相は、米国は覚書における約束に従ってイスラエルの攻撃

を停止させ、レバノン停戦を事実として完全実現させる責任を負っていると言った。 
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 ＊ホルムズ海峡でタンカーが被弾：英国海運貿易運用センターの発表によると、２７日にホルムズ海峡通過中のタンカー

が飛翔体の攻撃をうけた。  

・タンカーは操舵室が損傷したが、乗組員は全員無事で、環境被害も報告されていない。 

 ＊ホルムズ委員会がマスカットで初会合：イランとオマーンで構成される「ホルムズ合同委員会」の第１回会議が２８日

にマスカットで開催されたと、イランのカゼム・ガリババディ外務副大臣が明らかにした。  

・ガリババディ外務副大臣によると、オマーンからアブドゥルアジーズ・アル・ヒナイ外務担当国務大臣が出席し

た。  

・報道によれば、イランとオマーンの代表はホルムズ海峡の現在の問題点を検討し、今後の管理について協議した。 

 ＊凍結されたイラン資産６０億ドルが解放され、石油制裁も解除されたと、イランの大統領が発表：イランのマソウ

ド・ペゼシュキアン大統領は２９日、先週にイランの石油・石油化学部門に対する制裁が解除されたことに加え、凍結され

ていたイラン資産６０億ドルが解放され、カタールを通じて返却されると発表した。イランのメフル通信は、大統領はこれ

をイラン国民にとって「大勝利」と表現したと報じた。大統領は、この資金はカタールに保存されているイラン資産総額１

２０億ドルの一部であり、残余の資産の解放に向けて努力をしていると付言した。 

 ＊米国とイラン、計画されているドーハ会談の日程について食い違う見解：覚書履行に焦点を当てた次回の米・イラン会

談の日程をめぐり、２９日両国から食い違う見解がしめされた。   

・トランプ大統領は、会談は早くて３０日に開かれると述べ、Truth Social に「イランが会談を要請した。明日ドー

ハで開催する」と投稿した。ホワイトハウスのカロライン・リービト報道官も、スティーヴン・ウィトコフ特使とジ

ャレッド・クシュナーが「今週、ハイレベルの会談のため」カタールへ行くと言っていると述べ、また「ハイレベル

の会談と並行して実務的協議も行われる」と付言した。   

・交渉に詳しい情報筋がアル・ジャジーラに話したところによると、実務者チームが「数日中」にドーハで会合を開

く予定で、「事態の鎮静化のために設けられた連絡ルートは確立されており、実務者協議は継続される予定」とい

う。   

・しかし、イランのカゼム・ガリババディ外務副大臣は、実務者協議は予定されているという報道を否定し、「作業

部会による実務協議がドーハで開催されるとういう一部メディアの報道は確認できない」と述べた。彼はまた「最初

の実務的協議は、条件が整い、日時と場所に関して合意に達した後に行なわれる」と言った。   

・イランは２８日に予定されていた米国との実務者協議に参加しなかった。イラン当局者は、その理由を、最近の米

国の空爆、および覚書に基づく凍結資金解放の約束が履行されていないことを挙げた。 

 

レバノン 

 ＊レバノン政府とイスラエル政府、停戦枠組み合意に達する：レバノンとイスラエルの両政府は、米国仲介の１４項目

枠組み合意に２６日に署名した。ヒズボラはこの合意の当事者ではない。合意内容は次の通り；  

・イスラエルとレバノンは、両国が「平和に暮らす」権利を「確認」し、「隣り合う主権国家として安全に暮らすと

いう相互意思」を表明する。   

・イスラエルはレバノン領土の一部の領有権を主張しないとことに同意した。「上記に基づき、イスラエル政府はレ

バノンに対し領土的野心を持たないことを宣言する」と声明で述べられている。しかし、この合意は、イスラエルが

占領を続けている南レバノンの広い地域からの撤退を強制するものではない。  

・合意では、レバノン軍がヒズボラなどの非国家武装集団の「検証可能な武装解除」を条件に、段階的に南レバノン

の支配権を確立すると規定されている。合意は、ヒズボラが国内で武力行使の権利を主張することを否定している。

しかし、両政府は「この枠組みのいかなる条項も、自衛のために固有の権利の行使を妨げるものではない」と認めて

いる。  

・この枠組み合意に基づき、レバノンは「国際的な政治・法廷におけるあらゆる敵対的またはイスラエルにとって不

利な行動の停止」を約束し、国際的な政治・法廷においてイスラエルを訴えたり、起訴したりした法的請求や外交的

措置を放棄することが求められている。  
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・この合意は、米国に対し、レバノン政府と同国の復興への支援を「結集」し、ヒズボラへの資金援助を「禁止」す

ることを求めている。 

 ＊カッツ国防相、合意を称賛、イスラエル軍は南レバノンに駐留すると表明：イスラエルのカッツ国防相は２７日、イ

スラエルとレバノンの合意を「歴史的」と称賛し、「イラン枢軸への戦略的打撃」と述べたと、タイムズ・オブ・イスラエ

ルが報じた。カッツ国防相は、イスラエル軍はボーフォート城を含む南レバノンの自称安全保障地帯に駐留し、レバノン全

土でヒズボラが武装解除されるまで撤退しないと述べた。また、イランが合意の履行を妨害すれば、イスラエルは「強力な

武力」で対応すると付言した。 

 ＊ヒズボラ、「無効な」枠組み合意を拒否：ヒズボラのナイム・カセム書記長は２７日、イスラエルとレバノンの枠組み

合意を「屈辱」「主権の放棄」「無効」と非難し、拒否した。  

・カセム書記長は、この合意は米国とイランの覚書を破棄するもので、覚書はレバノン戦争の終結を最優先事項とし、レバ

ノン領土保全を保障するものだったと述べた。 

・カセム書記長は、イスラエル軍の撤退とヒズボラのレバノン全土における武装解除とを結び付けるのは「あらゆる超えて

はならないレッドラインを超える非常に危険な提案」だと批判し、レバノン側が抵抗勢力の武装解除をできないと主張し

て、イスラエル軍の撤退を無期限に引き延ばすものだと論じた。  

・カセム書記長は、レバノン政府がイスラエルとの直接交渉で「無償の譲歩」を行ったと非難し、ヒズボラは「占領者を排

除する抵抗勢力として、現場活動を継続する」と宣言した。 

 ＊イランとレバノンの議会議長、覚書（MOU）に基づく紛争回避メカニズムへの回帰を推進：イランのガリバフ議長の

事務所の発表によれば、ガリバフ議長とレバノンのベリ国会議長は２８日電話会談し、レバノンの戦争終結について協議し

た。両氏は、ワシントンで署名されたレバノン・イスラエルの合意枠組みを拒否し、米・イラン覚書によるレバノン戦争終

結を目指すことで一致した。   

・ガリバフ議長は、レバノンを含むあらゆる戦線の戦争終結が「米・イランのイスラマバード覚書」の第一条の核心

であると述べた。覚書は、スイスでの協議中にイスラエルがレバノンを攻撃する違反をイランが指摘した後、当事者

は覚書を履行するためにイラン、米国、レバノンの間で紛争回避調整組織を設置することで合意したことを説明し

た。   

・イラン側の発表によると、ベリ国会議長は、対抗案となるイスラエル・レバノン合意を「陰謀で扇動」と呼び、イ

スラエルが別の手段を使ってレバノンの主権尊重を回避しようとしていると述べた。 

 ＊南レバノンでイスラエルの停戦違反続く：６月２０日に新たに「停戦」が発表され、２６日に枠組みが合意されたに

もかかわらず、イスラエル軍は週末から月曜日にかけて、南レバノン各地で軍事行動を続けた。  

・レバノン国営放送によると、２９日、イスラエル軍はデイル・シリヤン郊外を激しく砲撃し、砲弾がリタニ川へと

続いているワディ地域に着弾した。マルジェユン地区では、イスラエル軍の無人機がイブル・アッサキへ続く道路沿

いにあるガッサン・ダヘルの採石場へスタン手榴弾を投下した。   

・２８日は、イスラエル軍はスール（ティルス）地域のタイベとハダサの町の住宅を破壊し、ボルジ・カラウィエや

ブラアチットで民間人の近くへスタン手榴弾を投下した。また、マジュダル・ズーンにあるワディ・ハッサン・トン

ネルを破壊し、その大きな爆発音は近隣の村々まで響いた。また、ナバティエでは、イスラエル戦闘機がナビ・ベリ

通りのアル・マスラフ地区の入り口にある住宅を爆撃し、さらにメイドゥン郊外をも爆撃した。ビント・ジュベイル

地区では、イスラエル軍の無人機がスタン手榴弾を投下し、２人が負傷した。  

・２７日は、ナバティエ・ファウカにあるレバノン軍検問所近くへイスラエル軍の無人機がスタン手榴弾を投下し

た。その後、空爆され、１人が死亡、２人が負傷した。 

 ＊イスラエルの違反行為に対し、ヒズボラは報復の権利を留保すると言明：ヒズボラは２９日、イスラエルが前日に停

戦への「継続的違反」を行ったと述べ、ヒズボラが遵守してきた停戦協定に対する「明白な違反」だと非難した。ヒズボラ

は「自国と自国民を防衛する権利を留保する」と述べた。 

 

パレスチナ  
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 ＊死傷者：過去２４時間で、イスラエルのガザ攻撃で、パレスチナ人４人が死亡、８人が負傷した。  

・ガザのパレスチナ保健省によると、２０２３年１０月７日以降の累計死者数は７３，０５８人、負傷者数は１７３，４８

８人となった。いわゆる「停戦」初日になる１０月１１日以降、イスラエルの停戦違反の攻撃で、少なくとも１，０４５人

が死亡し、３，３８０人が負傷した。瓦礫の下から回収した遺体は７８６体である。 

 ＊ガザ回廊中部でイスラエルのドローン攻撃で子どもを含む３人が死亡：WAFA 通信によると、２９日朝、ガザ回廊中

部のデイル・アル・バラフ市のワディ・アッサルカ橋付近を標的にしたドローン攻撃で、８歳の子どもを含むパレスチナ人

３人が死亡、５人が負傷した。 

 ＊週末、イスラエルのガザ攻撃が続いた：  

・２７日、ハーン・ユーニスとガザ市の避難民テント村が攻撃され、子ども２人を含むパレスチナ人４人が死亡、２

２人以上が負傷した。ハーン・ユーニスでは、以前の攻撃で負傷した少年が死亡した。  

・２８日、ガザ回廊各地への攻撃で、１３歳の少女を含む少なくとも５人のパレスチナ人が死亡した。ガザ市では、

以前の攻撃で受けた傷が原因で男性１人が死亡し、ベイト・ラヒヤではパレスチナ人が集まっているところへの攻撃

で２人が死亡した。ハーン・ユーニス近郊のアル・マワシ地区では、避難民テント近くへの攻撃で１人が死亡、２人

が負傷した。また、ハーン・ユーニスで以前の砲撃の破片で頭部を負傷した１３歳の少女が死亡した。 

 ＊報告によれば、２０２６年前半でイスラエルは１０９人の女性と２１２人の子どもを含む３，０００人のパレスチナ

人を拘束した：パレスチナ囚人研究センターがシェハブ通信を通じて報じたこの拘束は、占領地西岸地区でイスラエルに

よる大量逮捕キャンペーン、家宅捜索、財産破壊、恣意的拘束がエスカレートする中で行なわれた。また、センターは、イ

スラエルがガザ回廊から拘束した３２１人を釈放したが、まだ約２０００人が拘束されており、「強制失踪、拷問、飢餓」

に直面していると報告書で述べている。 

 ＊イスラエル国内でイスラエル内パレスチナ人への攻撃で５人が死亡：２８日、パレスチナ系イスラエル国民に対する

一連の攻撃が発生し、５人が死亡した。車爆弾で死亡した者もいる。  

・ヤッファで、車両に仕掛けた爆弾の爆発により４０代の男性が死亡し、６歳の子どもが中程度の負傷を負った。  

・ホロンで、ヤッファの車爆発から数時間後に２件目の車爆発があり、３０代の男性が重傷を負い、後にウォルフソ

ン医療センターで死亡した。   

・カランサワで、男性２人が銃撃されて死亡し、タイベでは、男性１人が自宅の外で銃撃されて死亡した。  

・初期報道では、これらの報道は組織犯罪グループ間の抗争、または族間争いに関連した事件と扱われた。イスラエ

ル警察は、ヤッファの車爆破事件を、先週ヤッファ市で起きた１０代の若者が殺害された事件の報復攻撃として捜査

している。  

・今年、イスラエル国内で殺害されたイスラエル内パレスチナ人の数は少なくも１４１人となった。 

 ＊米国、平和評議会（Board of Peace)の代表者や請負業者の法的免責を検討中と、ガーディアン紙が報道：ガーディア

ン紙が入手した草案文書によると、トランプ政権が提起し国連が支持するガザに対する「平和評議会」（Board of Peace)）

は、その構成員、治安部隊、請負業者、及びその権限下で働くパレスチナ人役人に対し、広範な法的免責を付与することを

検討している。  

・決議草案は、彼らをガザにおいて「いかなる逮捕、拘束、法的措置」からも保護し、負傷、死亡、物的損害に関する申し

立てについては、評議会独自の内部プロセスを通じて裁定することを認めている。  

・決議草案はまた、評議会にはガザの公有地や施設を「無償」で提供されるべきと記されており、パレスチナ人の財産が没

収される可能性があると、法律専門家の間で懸念が生じている。   

・平和評議会はガーディアン紙報道を否定し、構成メンバーに法的免責を求めていると言う報道は「間違い」で「誤解を招

く」と言った。  

・タイムズ・オブ・イスラエル紙によると、平和評議会のメンバーは来週に、キプロスのリゾート地で会合を開く予定であ

る。関係者によれば、その会合は、合意内容を「リセット」し「再調整」する機会だという。 

 

米国ニュース 
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 ＊下院、レバノンに関する２度目の戦争権限決議案を採択：ミシガン州選出のラシダ・トレイブ下院議員が提出したレ

バノンの関する２度目の戦争権限決議案の採決が、３０日に下院で行なわれる予定。  

・６月４日に採決された前の決議案は３２４対９２で否決された。  

・最初の決議案もトレイブ議員が主導した。明日に採決される予定の決議案は、デリア・ラミレス（イリノイ州民主

党）、グレッグ・カサール（テキサス州民主党）、イルハン・オマール（ミネソタ州民主党）、アデリーナ・グリハル

バ（アリゾナ州民主党）の議員が共同提案者である。  

・この法案も前の法案と同様、大統領に対しレバノンからの米軍要因を全員撤収させることを求めるものだが、レバ

ノン国軍と米国との「安全保障協力を制限していないし、米国の外交使節からの米軍要員を撤収を求めていない。 

 ＊レットロー、ルイジアナ州の共和党上院予備選挙の決選投票で勝利：AP 通信の予測どおり、２７日に行なわれたルイ

ジアナ州の上院共和党予備選挙決選投票で、ジュリア・レットロー下院議員がジョン・フレミング州財務長官を破って勝利

した。これにより、レレットローは、前の予備選挙で敗退したビル・キャシディ上院議員の後任候補となる。  

・トランプは、キャシディが２０１２年の弾劾裁判でトランプ有罪に投票したことや、ロバート・F・ケネディ・ジ

ュニアの保健福祉長官就任をめぐってトランプ政権と対立したことで、レットローにキャシディに挑戦せよと促して

いた。 

 ＊ジョンソン下院議長、２９日に住宅関連法案をトランプ大統領に送付する：マイク・ジョンソン下院議長は２８日、

超党派で可決した「２１世紀住宅への道」法案を明日にトランプ大統領に送付すると言った。この措置は、議会がトランプ

が促進する選挙投票に関する法案を可決しなかったのに怒って、可決された住宅法案の署名式を突然キャンセルしたので、

その数日後に送付措置に踏み切ったのである。  

・ジョンソンはフォックス・ニュースに対し、大統領執務室でトランプと住宅関連法案について協議したと語った。

この法案は上下両院で超党派の幅広い支持で可決されており、住宅供給を拡大し、住宅取得の負担を軽減を目指す法

案である。「私は彼に、彼が持っている最も大きくて最も大胆なマーカーで、あの大きな誇らしげなトランプ署名を

しなさい、何故ならその法案は国民に良いものを提供し、それはあなたも望んでいることだからと、言ってやりまし

た」と言った。  

・トランプは住宅関連法案の署名を、彼が推進する法案、投票に写真付き身分証明書の提示を義務付け、郵便投票を

概ね廃止する「セイブ・アメリカ法」を可決すれば署名すると結び付けていたが、共和党指導部は可決に必要な票数

を得られないとしたのだ。住宅法案は大統領への送付措置をとったので、大統領が拒否権を行使しないかぎり、署名

がなくても成立する。 

 ＊ハキーム・ジェフリーズ下院少数党院内総務は、マムダニが支援する予備選当選者を議会に歓迎すると表明；ハキー

ム・ジェフリーズ下院少数党院内総務は、ニューヨーク市長マムダニが支持した反主流派候補者の予備選勝利を祝福した。

ニューヨーク市の民主党牙城と言われる選挙区で、民主社会主義者のクレア・バルデス（第７選挙区）やダリアリザ・アビ

ラ・シュバリエ（第１３選挙区）、イスラエル問題を争点にして親イスラエル派のダン・ゴールドマンを破ったブラッド・

ランダー（第１０選挙区）ら、一連の進歩派候補者が予備選挙を制した。  

・これらの候補者は、選挙前はジェフリーズから強く反対されていた。彼らの間では、ジェフリーズを下院議長する

ことの支持では意見が分かれている。シュバリエはジェフリーズに投票するかどうかはまだ決めてないと言ってい

る。 

 ＊カンナ議員、イスラエルへの軍事支援を削減するマッシー修正案を支持するよう民主党へ呼びかけ：ロー・カンナ下

院議員は、連邦予算からイスラエルへの３３億ドルの軍事援助を削除するトーマス・マッシー下院議員の修正案を支持する

ように民主党議員に呼びかけている。下院本会議での採決は早ければ今週中に行われる。カンナ議員はミシガン州ディアボ

ーンにある「涙の壁」（Wall of Tears)記念碑でアブドラ・ハムード市長とともに、米国の資金と兵器の提供で行われたイス

ラエルのガザ・ジェノサイドの犠牲となった２万人以上の子どもを追悼し、「これは現代の道徳的テストだ」とネット投稿

した。 

・この修正案は国務省の予算法案を通してイスラエルに直接援助するのを標的にしているが、可決される可能性は低

い。しかし、下院議員全員のイスラエルに対する姿勢を明らかにする作用がある。修正案という動きは、最近米国で
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イスラエルに対する否定的な見方をする米国民がこれまでで最高の６０％に達したと言う世論調査の結果で出ている

状況の中で起きている。 

 ＊CMS データによれば、補助金増額政策の終了で、ACA 加入者が４００万人減少：CMS（メディケア・メディケイ

ド・サービス・センター）が２６日に発表した統計によると、議会が補助金増額措置を延長しなかったために保険料が高騰

し、今年、約４００万人の米国人がACA（いわゆる「オバマ・ケア」と呼ばれる患者保護並びに医療費負担適正化法）の

保険契約を解除した。  

・今年の２月時点で ACA 加入者は推定１９２０万人で、今年の加入受付期間終了時の２３００万人から１６％の減

少である。その２３００万人も、前年の加入者数より約１００万人少ない。 

 ＊トランプ、ICE がアクソン社発売のスタンガン「テーザー」仕様と契約を結ぶ前にアクソン社株を最大５００万ドル分

購入：トランプは２月１日、アクソン・エンタプライズの株を１００万ドルから５００万ドル購入した。その２週間後、

ICE は約１万７８００丁のテーザー型スタンガンの調達公告を出したが、その仕様はアクソン製品にしか適合しないもの

だったと、調達専門家や警察業務アナリストが CNBC に語った。  

・トランプの購入後１か月で、アクソン社の株価は２２％以上上昇した。CMBC によると、国土安全保障省の指導

部が交代した後も、テーザーに関する契約は維持されている。 

 ＊メイン州の上院選挙、コリンズとプラトナーの接戦：ニューヨークタイムズ、ポートランド・プレス・ヘラルド、シエ

ナ大学の共同世論調査によると、メイン州の上院選でスーザン・コリンズ上院議員と民主党のグラハム・プラトナーが激し

い接戦を展開しており、投票意欲のある有権者の間ではプラトナーが４９％対４７％でリードしている。 

・プラトナーは、若者、大卒者、ポートランド地域の有権者の間で優勢である。  

・有権者の５４％が来年は民主党が上院で多数派になることを希望すると回答した。この数字はプラトナーは個人の

支持率を大幅に上回っており、民主党上院支配を望む有権者の１０％がコリンズ支持である。 

 ＊NY タイムズによれば、トランプとラトニックの息子たち、父親が交渉したカザフスタンのタングステン取引で利益

を：トランプ大統領とハワード・ラトニック商務長官の息子たちが、カザフスタンのタングステン採掘事業へ投資をした。

父親たちが採掘プロジェクトに関し、埋蔵資源へのアクセス権と最大１６億ドルの融資を認める連邦政府取引をまとめる数

週間前に投資したと、ニューヨークタイムズ紙が報じた。  

・ドナルド・トランプ・ジュニアとエリック・トランプが一部所有するドミナリ・セキュリティーズは、関連会社ス

カイライン・ビルダーズという SPV（証券化など特別目的で設立された会社や組合など）ベンチャー設立に２０％

の株式を取得した。ラトニックの息子たちブランドンとカイルも同時期に、関連事業体のために２億１０００万ドル

の資金調達を援助した。 

・ニューヨークタイムズ紙の調査によると、トランプ家やラトニック家と金銭的繋がりがある少なくとも１４の会社

が、総額８９億ドルを超える重要鉱物関連の取引で連邦政府と連携していることが判明した。 

 

その他の国際ニュース 

 ＊セルビアの大統領、数か月にわたる抗議デモのために辞任：セルビアのアレクサンダル・ヴチッチ大統領は、２０００

年のスロボタン・ミロシェヴィッチ政権打倒以来最大規模の１年半にわたる反政府デモを受け、数週間以内に辞任し、大統

領選挙と議会選挙を早く実施するよう手配すると表明した。この一連の騒乱は、２０２４年１１月にノヴィ・サド駅でコン

クリートのひさしが崩落して１６人が死亡した事件をきっかけに始まった。デモ参加者は、政府の汚職と結びついた手抜き

工事による事故として、政府を非難した。ヴチッチ大統領が辞任しても、彼の政党セルビア進歩党が選挙で勝利すれば、ヴ

チッチが首相として返り咲くかもしれない。 

 ＊ロシア、長距離攻撃を停止するウクライナの提案を拒否：ロシアのプーチン大統領は、長距離攻撃を相互が停止しよう

というウクライナの提案を拒否し、ウクライナの４つの地域を占領する攻勢を継続すると言った。  

・プーチンはこの提案を前線におけるウクライナ軍への圧力を軽減しようとするものとするものと述べ、ロシアがウ

クライナの深部を攻撃することに関して、「キエフ政権を救うことは我々の計画にはない」と言った。  
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・プーチン大統領は、ウクライナのロシア石油産業拠点へのドローン攻撃の激化で、ロシア国内の複数の地域で燃料

不足が起きていることを認めたが、政府の混乱管理は出来ており、防空能力を強化すると主張した。 

 ＊ウクライナ戦争の緊張激化の中、ベラルーシ指導者が中国訪問：ベラルーシの大統領の訪問を伝えた中国の公式声明

によると、習近平国家主席はベラルーシのアレクサンドル・ルカシェンコ大統領に対し、中国はベラルーシの「国家主権、

独立、領土保全」維持を支持すると伝えた。この北京会談は、ルカシェンコとプーチンの会談の数日後に行なわれた。ま

た、ウクライナのゼレンスキー大統領が、ロシアはベラルーシへロシアのウクライナ戦争をもっと支援せよと圧力をかけて

いると警告している最中に行なわれた。 

 ＊イラク、大規模な汚職で多数の高官を逮捕：イラクの治安部隊は、新首相のアリ・アッザイディが命じた「汚職取り締

まり」令で、国会議員、高官、著名政治家など４７人を逮捕した。精鋭部隊の対テロ部隊を含む治安部隊は、バグダッドの

厳重に警備された「グリーンゾーン」やその他の地区にある住宅を急襲した。イラク連邦汚職防止委員会は、今回の逮捕劇

を公的資金の不正流用疑惑に関する司法令状に基づくもので、急襲の前に、国会議員の不逮捕特権を解除したと発表した。

先月もアドナン・アル・ジュマイリ石油次官が逮捕され、約８６００万ドルの現金が押収された。 

 ＊ドイツの青少年福祉施設で銃撃、５人死亡：ドイツ警察によると、ドイツ北部ハンブルク近くの町シュターデにある青

少年福祉施設で、成人５人が銃撃されて死亡した。警察は実行犯と見られる人物２人の身柄を拘束した。他に逃走した者は

いないと見られる。犯行の動機や拘束した２人目の人物の役割などがまだ不明である。 

 ＊イスラエル軍、シリアの報道記者チームに発砲：シリア国営放送アル・エフバリーヤによると、シリア南部のダラア県

西部のヤルムーク盆地に新たに設置されたイスラエル軍の拠点を取材していたシリア人報道チームが２８日、イスラエル軍

から銃撃された。公開された映像には、報道ベストを着たシリア国営放送の記者が身を隠そうと走っている様子が映ってい

る。  

・シリアの国営通信社の SANA によれば、この発砲は、イスラエルが占領するゴラン高原とヨルダン国境付近の地域でイ

スラエル軍が地上作戦を行っているときに発生した。イスラエル軍用車両の部隊が近隣の丘に一時的な陣地を築いて、周辺

の農地に向かって発砲していた。  

・この地上作戦は、２０２４年１２月にアサド政権が崩壊して以来、イスラエルがシリア南部にほぼ毎日のように行なって

いる襲撃の一部である。あるモニター団体の集計によれば、イスラエル軍のシリア国内への地上侵攻は１，１００回以上、

空爆は１，０００回以上である。イスラエルのシリア南部攻撃については、CP. Ward, “They Stole Our Home and Our 

Life”: Israel Permanently Displaces Syrians in Qunneitra”, Drop Site , June 16, 2026 を読まれたい。 

 ＊パキスタン軍、アフガニスタン国境で２９人を殺害：AP 通信によると、パキスタンは２８日、アフガニスタン国境沿

いで地上作戦とそれに続いて空爆を行い、武装勢力のメンバー２９人を殺害したと発表した。パキスタンのアタウラ・タラ

ール情報相は、この作戦はパキスタン・タリバン運動（TTP)の隠れ家を攻撃したものと述べた。  

・この作戦の前日、武装勢力がカラチにある準軍事組織「レーンジャーズ」の司令部を攻撃し、兵士３人を殺害した。パキ

スタン・タリバン運動の分派「ジャマート・ウル・アフラール」が」犯行声明を出した。   

・アフガニスタン国境地帯におけるパキスタンの民間人を標的にした軍事行動の激化に関しては、Emran Feroz, ”Peace 

Aboroad, War Next Door: Pakistani Airstrikes Devastate Afghan Civilians”,  Drop Site, June 27, 2026 を読まれたい。 
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